
様式第３ その２（ 第４条関 係）  

組合有財 産有償貸 付契約書  

 

 貸付人 小牧岩倉 衛生組合（以下「 甲」とい う。）と 借受人        （以

下「乙 」という 。）とは 、次の条項 により組 合有財産 について 有償貸付 契約を 締

結する。  

 

 （信義 誠実の義 務）  

第１条  甲、乙 両 者は、信 義を重ん じ、誠 実 にこの契 約を履行 しなけれ ばならな

い。  

 （貸付 物件）  

第２条  貸付物件 は、次の とおりと する。  

貸付物件 名  所   在  地  番  地  目  数量（㎡ ）  

 

 

 

 

   

 （用途 の指定）  

第３条  乙は、貸 付物件を 、「自動 販売機の 設置場所 」の用 途（以下「 指定用途 」

という。 ）に自ら 使用しな ければな らない。  

２  乙は 、貸付物 件を指定 用途に供 するに当 たっては 、別紙「 仕様書」の内 容 を

遵守しな ければな らない。  

 （貸付 期間）  

第４条  貸付期間 は、   年   月   日か ら   年   月   日まで とす る 。  

 （契約 更新等）  

第５条  本契約は 、前条 に 定める貸 付期間の 満了時に おいて 、本契約の 更新（ 更

新の請求 及び建物 の使用の 継続によ るものを 含む。）又は貸付 期間の延 長 は 行

わないも のとする 。  

 （貸付 料）  

第６条  貸付料は 、次のと おりとす る。  

  契約 金額  金 ＜ 落 札 価 格 ＞ 円  

（うち取 引に係る 消費税及 び地方消 費税の額  金       円）  

 （貸付 料の支払 ）  



第７条  乙は、前 条に定め る貸付料 を、次 に 掲げると おり、甲 の発行す る納入通

知書によ り納入し なければ ならない 。  
 

年   次  納  付  金  額  納  入  期  限  

第  年次  円      年   月   日  

第  年次  円      年   月   日  

第  年次  円      年   月   日  

 （電気 料の支払 ）  

第８条  乙は、本 契約に基 づき設置 した自動 販売機に 電気の使 用量を計 る専 用 メ

ーターを 設置する ものとす る。  

２  甲は 、施設全 体の前月 電気使用 料の単価 に基づき 当該月の 専用メー ター の 表

示する使 用料を計 算し、速 やかに乙 に納入通 知書を送 付するも のとする 。  

３  乙は 、前項の 納入通知 書に定め る日まで に甲に電 気料を支 払わなけ れば な ら

ない。  

 （延滞 金）  

第９条  乙は、前２ 条に基づ き、甲が定 める納入 期限まで に貸付料 及び電気 料（ 以

下「貸 付 料等」と いう。）を納入し なかった ときは 、納入期限 の翌日か ら納入

し た 日 ま で の 期 間 に 応 じ て 、 当 該 未 納 金 額 に 年 １ ４ .６ パ ー セ ン ト の 割 合 を 乗

じて得た 額の延滞 金を甲に 支払わな ければな らない。  

 （充当 の順序）  

第１０条  乙が貸 付料等及 び延滞金 を納入す べき場合 において 、乙が納 入し た 金

額が貸付 料等及び 延滞金の 合計額に 満たない ときは、 延滞金か ら充当す る。  

 （契約 保証金）  

第１１条  契約保 証金は、 免除する 。  

 （契約 不適合責 任）  

第１２条  乙は 、この契約 を締結し た後にお いて、貸 付物件の 種類、品 質又は数

量に関し て契約の 内容に適 合しない 状態があ ることを 発見して も、履行 の 追 完

の請求、貸付料の 減額の請 求、損害 賠償の請 求又は契 約の解除 をするこ と は で

きないも のとする 。  

 （維持 保全義務 ）  

第１３条  乙は、貸付物件 を善良な 管理者の 注意をも って維持 保全に努 めな け れ

ばならな い。  

２  乙は 、貸付物 件の全部 又は一部 が滅失又 は毀損し た場合は 、直ちに その 状 況



を報告し なければ ならない 。  

 （維持 補修）  

第１４条  甲は、 貸付物件 の維持補 修の責を 負わない 。  

２  貸付 物件の維 持補修そ の他の行 為をする ために支 出する経 費は、す べて 乙 の

負担とす る。  

 （権利 譲渡等の 禁止）  

第１５条  乙は、貸付物件 を第三者 に転貸し 、又はこ の契約に よって生 じる 権 利

等を譲渡 し、若し くはその 権利等を 担保にす ることが できない 。  

 （実地 調査等）  

第１６条  甲は、 貸付物件 について 随時使用 状況及び 販売状況 を実地に 調査 し 、

乙に対し 報告又は 資料の提 出を求め ることが できる。  

２  甲は 、乙が 提 出した報 告に疑義 のあると きは、自 ら調査し 、乙に 対 し詳細な

報告を求 め又は是 正のため に必要な 措置を講 ずること ができる ものとす る。  

３  乙は 、正当 な 理由がな く報告の 提出を怠 たり、実 地調査を 拒み、妨 げてはな

らない。  

 （違約 金）  

第１７条  乙 は 、 第 ４ 条 に 定 め る 貸 付 期 間 中 に 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該当す

る事 由 が 生 じ た と き は 、そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 金 額 を 違 約 金 と し て 、甲

に支払わ なければ ならない 。  

 (1) 第 ３ 条 及 び 第 １ ５ 条 に 定 め る 義 務 に 違 反 し た 場 合  金 ＜ 貸 付 料 の １ 年 分

に 相 当 す る 額 の ３ 倍 の 額 ＞ 円  

 (2) 第 １ ６ 条 に 定 め る 義 務 に 違 反 し た 場 合  金 ＜ 貸 付 料 の １ 年 分 に 相 当 す る

額 ＞ 円  

２  前 項 に 定 め る 違 約 金 は 、第 ２ ３ 条 に 定 め る 損 害 賠 償 額 の 予 定 又 はそ の一部

と解釈し ないもの とする。  

 （契約 の解除）  

第 １ ８ 条  甲 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 こ の 契 約 を 解 除 す る

ことがで きる。  

 (1) 乙 が、この 契約に定 める義務 を履行し ないとき 。  

 (2) 国 、地方公 共団体そ の 他 公 共 団 体 に お い て 、 公 用 又 は 公 共 用 に 供 す るた

め貸付物 件を必要 とすると き。  

 (3) 手 形若しく は小切手 が不 渡 り に な っ た と き 、 又 は 銀 行 取 引 停 止 処 分 を 受

けたとき 。  



 (4) 差 押・仮差 押・仮処 分、競 売・保 全 処 分 、滞 納 処 分 等 の 強 制 執 行 の 申立て

を受けた とき。  

 (5) 破 産 、 特 別 清 算 、 民 事 再 生 、 会 社 更 生 等 の 申 立 て を 受 け 、 又 は 申 立てを

したとき 。  

 (6) 甲 の信用を 著しく失 墜させる 行為をし たとき。  

 (7) 乙 の信用が 著しく失 墜したと 甲が認め たとき。  

 (8) 主 務官庁か ら営業 禁 止 又 は 営 業 停 止 処 分 を 受 け 、 自 ら 廃 止 、 解 散 等 の決

議をし、 又は事実 上営業を 停止した とき。  

 (9) 資 産、信用 、組織、 営 業 目 的 そ の 他 事 業 に 重 大 な 変 動 を 生 じ 、 又 は合併

を行うこ と等によ り、甲が 契約を継 続しがた い事態に なったと 認めたと き 。  

 (10) 貸 付 物 件 及 び 貸 付 物 件 が 所 在 す る 庁 舎 等 の 行 政 財 産 と し て の 用 途 又 は

目的を乙 が妨げる と認めた とき。  

 (11) 前 各号に準 ずる事由 により、 甲が契約 を継続し がたいと 認めたと き。  

 （談合 その他不 正行為に 係る解除 ）  

第 １ ９ 条  甲 は 、 乙 が こ の 契 約 に 関 し て 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 し た と き

は、契 約 を 解 除 す る こ と が で き る も の と し 、このため 乙に損害 が生じて も、甲

は、その 責を負わ ないもの とする。  

 (1) 公 正 取 引 委 員 会 が 、 乙 に 違 反 行 為 が あ っ た と し て 私 的 独 占の禁止 及び公

正取引の 確保に関 する法律 （昭和２ ２年法律 第５４号 。以下「 独占禁止 法 」

という。）第７条第 １項若し くは第 ２ 項（ 第 ８ 条 の ２ 第 ２ 項 及 び 第 ２ ０ 条 第

２項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ）、第 ８ 条の２第 １項若し くは第３項、

第 １ ７ 条 の ２ 又 は 第 ２ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 命 令 （ 以 下 ｢排 除 措 置 命 令 ｣

という。 ）を行い 、当該排 除措置命 令が確定 したとき 。  

 (2) 公 正取 引委 員会 が、 乙 に 違 反 行 為 が あ っ た と し て 独 占 禁 止 法 第 ７ 条の ２

第 １ 項 （ 同 条 第 ２ 項 及 び 第 ８ 条 の ３ に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る 場 合 を 含

む。）の 規 定による 課徴金の 納付命令 を行い、当該納付 命令が確 定したと き。 

 (3) 公 正取引委 員会が、 乙 に 独 占 的 状 態 が あ っ た と し て 、 独 占 禁 止 法 第６５

条 又 は 第 ６ ７ 条 の 規 定 に よ る 審 決 （ 独 占 禁 止 法 第 ６ ７ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ

る 該 当 す る 事 実 が な か っ た と 認 め ら れ る 場 合 の 審 決 を 除 く 。 ） を 行 い 、 当

該 審 決 が 確 定 し た と き （ 独 占 禁 止 法 第 ７ ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 当 該 審

決の取消 しの訴え が提起さ れたとき を除く。 ）。  

 (4) 乙 が、公 正 取 引 委 員 会 が 乙 に 独 占 的 状 態 が あ っ た と して 行った審 決に対

し 、 独 占 禁 止 法 第 ７ ７ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 当 該 審 決 の 取 消 し の 訴 え を 提



起し、そ の訴えに ついて請 求棄却又 は訴え却 下の判決 が確定し たとき。  

 (5) 乙 （法 人 に あ っ て は 、 そ の 役 員 又 は 使 用 人 を 含 む 。） の 刑法（明 治４０

年法 律 第 ４５ 号 ） 第 ９ ６ 条 の ３ 又 は 独 占 禁 止 法 第 ８ ９ 条 第 １ 項 若 し く は 第  

９５条第 １項第１ 号に規定 する刑が 確定した とき。  

 (6) 乙 （法 人 に あ っ て は 、 そ の 役 員 又 は 使 用 人 を 含 む 。） の 刑法第１ ９８条

の規定に よる刑が 確定した とき。  

２  乙 が 共 同 企 業 体 で あ る 場 合 に お け る 前 項 の 規 定 に つ い て は 、その 代 表者又

は構成員 が同項各 号のいず れかに該 当した場 合に適用 する。  

 （暴力 団等排除 に係る解 除）  

第２０条  甲は、乙 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 こ の 契 約 を 解 除

すること ができる 。  

 (1) 法 人等（ 法 人 又 は 法 人 以 外 の 団 体 若 し く は 個 人 を い う 。 以下同じ 。）の

役 員 等 （ 法 人 に あ っ て は 非 常 勤 を 含 む 役 員 及 び 支 配 人 並 び に 営 業 所 の 代 表

者、法人 以 外の団体 にあって は法人の 役員等と同 様 の 責 任 を 有 す る 代 表 者 及

び理事等 、個 人 に あ っ て は そ の 者 及 び 支 店又 は営業所 を代表す る者をい う。

以下同じ 。）に 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防止等に 関する法 律（平 成 ３年

法律第７ ７号。以 下「 暴 対 法 」と い う 。）第 ２条第６ 号に規定 する暴力 団員

（以下「 暴力団員 」という 。）又 は 暴 力 団 員 で は な い が 暴 対 法 第２条第 ２号

に規定す る暴力団（以 下「 暴力団 」という 。）と 関 係 を 持 ち な が ら 、そ の組

織の威力 を背景と し て 暴 力 的 不 法 行 為 等 を 行 う 者（以 下「暴 力 団関係者 」と

いう。） がいると 認められ るとき。  

 (2) 暴 力団員又 は暴力 団 関 係 者（ 以 下「 暴 力 団 員 等 」と いう 。）がそ の法人等

の経営又 は運営に 実質的に 関与して いると認 められる とき。  

 (3) 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 の 威 力 若 し く は 暴 力 団 員 等 又 は 暴

力 団 員 等 が 経 営 若 し く は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る 法 人 等 を 利 用 す る な

どしてい ると認め られると き。  

 (4) 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 若 し く は 暴 力 団 員 等 又 は 暴 力 団 員

等 が 経 営 若 し く は 運 営 に 実 質 的 に 関 与 し て い る 法 人 等 に 対 し て 資 金 等 を 供

給し、又 は 便 宜 を 供 与 す る な ど 暴 力 団 の維 持 運営に協 力し、又 は関与し てい

ると認め られると き。  

 (5) 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 と 社 会 的 に 非 難 さ

れるべき 関係を有 している と認めら れるとき 。  

 (6) 法 人 等 の 役 員 等 又 は 使 用 人 が 、 前 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 法 人 等 で あ



ることを 知りなが ら、これ を利用す るなどし ていると 認められ るとき。  

 （原状 回復）  

第２１条  乙は 、第 ４ 条 に 定 め る 貸 付 期 間 が 満 了 し た とき、又は 前３条の 規定に

よ り 契 約 が 解 除 さ れ た と き は 、 甲 が 指 定 す る 日 ま で に 貸 付 物 件 を 原 状 に 回 復

して甲に 返還しな ければな らない。た だ し 、甲 が 原 状 に 回 復 す る 必 要 が ないと

認めると きは、こ の限りで ない。  

 （貸付 料の返還 ）  

第２２条  甲は、 第１８条 第２号の 規定によ り、この 契約が解 除された とき は 、

既 納 の 貸 付 料 の う ち 、 乙 が 貸 付 物 件 を 甲 に 返 還 し た 日 以 降 の 未 経 過 期 間 の 貸

付料を日 割計算に より返還 する。  

 （損害 賠償）  

第 ２ ３ 条  乙 は 、 こ の 契 約 に 定 め る 義 務 を 履 行 し な い た め に 甲 に 損 害 を 与 え た

ときは、 その損害 を賠償し なければ ならない 。  

 （有益 費の請求 権の放棄 ）  

第２４条  乙は 、第 ４ 条 に 定 め る 貸 付 期 間 が 満 了 し た とき、又 は第１８ 条から第

２ ０ 条 ま で の 規 定 に よ り 契 約 が 解 除 さ れ た と き に お い て 、 貸 付 物 件 に 投 じ た

有 益 費 、 必 要 費 及 び そ の 他 の 費 用 が あ っ て も こ れ を 甲 に 請 求 す る こ と が で き

ない。  

 （契約 の費用）  

第 ２ ５ 条  こ の 契 約 の 締 結 及 び 履 行 に 関 し て 必 要 な 費 用 は 、 す べ て 乙 の 負 担 と

する。  

 （疑義 等の決定 ）  

第 ２ ６ 条  こ の 契 約 に 関 し て 疑 義 が 生 じ た と き 、 又 は こ の 契 約 に 定 め の な い 事

項につい ては、甲 、乙協議 の上、こ れを定め るものと する。  

 （裁判 管轄）  

第 ２ ７ 条  こ の 契 約 に 関 す る 訴 の 管 轄 は 、 小 牧 市 所 在 地 を 管 轄 区 域 と す る 名 古

屋地方裁 判所とす る。  

 

 

 この契 約を証す るため、 本書２通 を作成し 、甲、乙 それぞれ １通を保 管す る 。  

 

     年   月   日  

 



          甲      小牧市大 字野口２ ８８１番 地９  

                小牧岩倉 衛生組合  

                 代表者  管理者           印  

 

          乙      住  所  

                氏  名  

                 名称及 び  

                 代表者 氏名             印  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


